
神 こ 振 第 9 1 9 号 

令和５年５月 29 日 

特定教育・保育施設 設置者・園長 様 

特定地域型保育事業 管理者・責任者 様 

 

神戸市こども家庭局幼保振興課 

 

公定価格の算定に係る処遇改善等加算の加算率（基礎分）の認定について 

 

標記の件について、令和５年度の公定価格の算定に係る処遇改善等加算の加算率（基礎分）の認

定について、下記のとおり資料をご提出いただきますようお願いいたします。 

 

記 

１．加算認定の方法 

（１）加算認定手続き 

加算の適用を受けようとする施設は、施設単位で書類を作成し、提出してください。 

※同一法人が複数の施設を運営している場合も、必ず施設単位で申請してください。 

 

（２）提出書類 （メについてはメール提出、郵については郵送提出） 

  ①令和５年度処遇改善等加算率適用申請書 メ 

  ②職員勤続年数調書（有給、無給、代替職員別） メ 

③処遇改善等加算認定調書（別記様式による） 郵 

④雇用契約書、雇用通知書、採用辞令等の写しなど現施設における雇用証明書 郵 

⑤資格証明書の写し（幼稚園教諭免許・保育士資格、調理師、栄養士等） 郵 

⑥過去に１日６時間以上かつ月 20 日以上勤務実績の前歴がある場合は、在職（前歴）証明書(写) 郵 

  ※③～⑥については、令和４年度以前に提出済みのもので足りる場合は、改めて提出する必要はあ

りませんが、法人内で施設異動があった場合は、異動先の施設で新たに提出が必要になります。 

  ※③～⑥については、【郵送】にてご提出ください。①および②については【電子メール（エクセル

ファイル）】で提出してください。審査終了後、①②（添削後の状態のもの）をメールで返送しま

す。内容をご確認いただき、問題がなければ「処遇改善等加算率適用承諾書」をメールでご提出

ください。詳しい流れについては、下記「審査フロー」をご参照ください。 

  ※⑥については、メールに添付している最新の様式を用いて作成してください。 

   ※②については、昨年メールにて精査結果のデータをお送りしておりますので、そちらの内容と齟

齬が無いようにお願いいたします。 

①～③、⑥の様式は神戸市ホームページ上にもアップロードしておりますので、必要に応じてダウ

ンロードしてください。 

https://www.city.kobe.lg.jp/a36812/kosodate/shien/shinseido/kyufuhiitakuhi.html 

 

（３）提出先 

【電子メールで提出するもの 】 

shinkou_kyufu@office.city.kobe.lg.jp（本メールへのリターンメール） 

 

 

https://www.city.kobe.lg.jp/a36812/kosodate/shien/shinseido/kyufuhiitakuhi.html
mailto:shinkou_kyufu@office.city.kobe.lg.jp


【郵送で提出するもの】 

 

 

 

 

 

 

 

（４）提出期限 

提出期限：令和５年６月 29 日（木） 必着 

 

（５）お問い合わせ先 

  神戸市こども家庭局幼保振興課 給付担当 

  TEL：078-331-8181（内線）4861

〒650-8570 

 神戸市中央区加納町 6-5-1 

 神戸市こども家庭局幼保振興課（給付担当） 

 （処遇改善等加算関係書類） 

切り取って宛名ラベル

としてお使いください。 



処遇改善等加算について 

 

○処遇改善等加算の加算率は、職員１人当たりの平均勤続年数に基づき、次のとおり「加算率区分表」

の年数の区分に応じ、基礎分及び賃金改善要件分の値を合計します。 

 

○加算率区分表 

職員一人当たりの平均勤続年数 

加算率 

基礎分 賃金改善要件分 

 

うちキャリア 

パス要件分 

11 年以上 12％ ７％ 

2％ 

10 年以上  11 年未満 12％ 

６％ 

9 年以上  10 年未満 11％ 

8 年以上   9 年未満 10％ 

7 年以上   8 年未満 9％ 

6 年以上   7 年未満 8％ 

5 年以上   6 年未満 7％ 

4 年以上   5 年未満 6％ 

3 年以上   4 年未満 5％ 

2 年以上   3 年未満 4％ 

1 年以上   2 年未満 3％ 

1 年未満 2％ 

 

○算定対象職員 

１人当り平均勤続年数の算定の対象となる職員は、その職種にかかわらず、その施設・事業所に勤務

する、当該年度４月１日現在における全ての常勤職員（嘱託職員等の非常勤職員を除く。）とします。

ただし、常勤職員以外の者であっても、１日６時間以上かつ
．．

月20 日以上勤務している者にあっては､

これを常勤と同様に対象とします。 

 また、産休・育休中で無給職員の勤続年数も算定対象になります。ただし、その代替職員の勤続年数

は算定対象になりません。 

 

○勤続年数の算入対象範囲 

個々の職員の勤続年数の算定に当たっては、子ども･子育て支援法第７条第４項に定める教育･保育施

設及び同条第５項に定める地域型保育事業を行う事業所における勤続年数のほか、当該職員の以下の

施設・事業所における勤続年数を合算します。 

①学校教育法第１条に定める学校及び同法第124条に定める専修学校における勤続年数 

②社会福祉法第２条に定める社会福祉事業を行う施設・事業所における勤続年数（※別紙参考参照） 

③児童福祉法第12条の４に定める施設における勤続年数 

④認可外保育施設（児童福祉法第59条の２第１項に定める認可外保育施設のうち、地方公共団体にお

ける単独保育施策による施設、認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付された施設

及び幼稚園に併設された施設）における勤続年数及び教育保育施設又は地域型保育事業に移行した

施設・事業所における移行前の認可外保育施設として運営していた期間の勤続年数 

⑤医療法に定める病院、診療所、介護老人保健施設及び助産所における勤続年数（保健師又は看護師

に限る。） 

  



審査フロー 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①調書等提出依頼（市⇒園） 

※提出書類は上記（２）を参照。 

②各施設申請書等必要書類の提出（園⇒市） 

令和５年６月２９日（木）必着 

③書類の提出順に審査（市） 

 →内容について精査後、各施設に結果をデータ送付 

   

④内容に疑義等なければ、 

「処遇改善等加算率適用承諾書」を、メールで神戸

市に提出。 

（内容確認期間は１週間を設定） 

 

内容に修正等あれば、差し替え等対応。 

⑤勤続年数より算定された処遇改善基礎分の加算

率を給付費に反映。 

※昨年の率を暫定で適用している(新設園は暫定適

用している)ため、変更がある場合のみ 4 月に遡及

して再計算される。 


